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XX医研開第XXXX号
令和　年　月　日
課題管理番号：　
所属機関
役　職　　　　　　殿

　国立研究開発法人日本医療研究開発機構　　　　　　　　
理　 事   長　　　  　三　島　　　良　直 　　　　　


令和4年度医療研究開発推進事業費補助金
交付決定通知書

令和　年　月　日付で交付申請のあった標記の補助金については、医療研究開発推進事業費補助金取扱要領（以下「取扱要領」という。）第６条第１項の規定により、下記のとおり交付することに決定しましたので通知します。

記
1． 補助事業名等
○〇〇〇
（プログラム名：△△△）

２．補助事業課題名


３．交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、取扱要領の第３条に定める事業であり、その内容は令和　年　月　日付交付申請書記載のとおりとする。
（補助事業期間：本交付決定通知書の発出日から令和5年3月31日）

４．補助金交付決定額は、次のとおりとする。ただし、事業の内容が変更された場合において、事業に要する経費又は補助金の額が変更されるときは、別に通知するところによるものとする。

　補助金の交付決定額　　○○○，○○○，○○○円

５．補助金の額の確定は、別に定める交付額の算定方法により行うものとする。 

６．補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令及び取扱要領の定めるところに従わなければならない。


７．この交付の決定内容又は条件に不服がある場合における取扱要領第７条の規定による申請の取下げをすることができる期限は、令和●年●月●●日とする。

８．補助条件は、前項に定めるもののほか、次のとおりとする。（特に条件を附す場合のみ記載）
　なし

９．その他（特に条件を附す場合のみ記載）
　なし
以上


医研開第　号	Comment by 作成者: 交付決定通知書に関する決裁の文書管理番号を記載してください。
令和　年　月　日
課題管理番号：22xx1122333j0001	Comment by 作成者: 課題管理番号記載してください。
学校法人AMED大学	Comment by 作成者: 交付申請書に記載された申請者（原則機関の長）を記載してください。（研究者の名前ではありません。）
学長　医療　太郎　殿

　国立研究開発法人日本医療研究開発機構　　　　　　　　
理　 事   長　　　  　三　島　　　良　直 　　　　　


令和4年度医療研究開発推進事業費補助金
交付決定通知書

令和　年　月　日付で交付申請のあった標記の補助金については、医療研究開発推進事業費補助金取扱要領（以下「取扱要領」という。）第６条第１項の規定により、下記のとおり交付することに決定しましたので通知します。	Comment by 作成者: 機関から提出された交付申請書の発出日を記載してください。

記
2． 補助事業名等
○〇〇〇	Comment by 作成者: 補助事業の名称を記載して下さい。
（プログラム名：△△△）	Comment by 作成者: プログラム名が存在しない場合は削除してください。

２．補助事業課題名
　　■■■■	Comment by 作成者: 課題名はこちらに記載して下さい。

３．交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、取扱要領の第３条に定める事業であり、その内容は令和　年　月　日付交付申請書記載のとおりとする。	Comment by 作成者: 機関から提出された交付申請書の発出日を記載してください。
（補助事業期間：本交付決定通知書の発出日から令和　年　月　日）	Comment by 作成者: 補助事業期間の開始日は原則本通知書の発出日（右上記載の日付）と一致させてください。やむをえず開始日より前に本通知書を発出しなければならない場合は、『令和○年○月○日から令和×年×月×日』に書き直してください。なお、遡及（開始日が本通知書の発出日より前）は厳禁です。

４．補助金交付決定額は、次のとおりとする。ただし、事業の内容が変更された場合において、事業に要する経費又は補助金の額が変更されるときは、別に通知するところによるものとする。

　補助金の交付決定額　　○○○，○○○，○○○円

５．補助金の額の確定は、別に定める交付額の算定方法により行うものとする。 

６．補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令及び取扱要領の定めるところに従わなければならない。

７．この交付の決定内容又は条件に不服がある場合における取扱要領第７条の規定による申請の取下げをすることができる期限は、令和　年　月　日とする。	Comment by 作成者: 本通知書の発出日を1日目として、15日目の日付を記載して下さい。4月1日通知の場合は4月15日です。

８．補助条件は、前項に定めるもののほか、次のとおりとする。（特に条件を附す場合のみ記載）
　なし	Comment by 作成者: 特になければ「なし」のままとしてください。

９．その他（特に条件を附す場合のみ記載）
　なし	Comment by 作成者: 特になければ「なし」のままとしてください。
以上

